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2. 本会員Ijは、昭和 54年4月 1Sより施行する。
3.本会員IJは、昭和 56年4月 1日より施行する0
4. 本会員IJは、 1991年4月 1自より施行する。
5. 本会員Ijは、 2003年4月 1日より施行する。
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5. 論文原稿には、必ず論文題毘の欧文を付すこと。
6. 論文原稿は、 3部(コピー可)送付すること。原稿は原則として返却しない。
7. 論文投稿の申し込み期限は毎年8月末時とし、原稿提出期限は毎年 10月末日とする。
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鍾築後記
今回は、大学院におけるスクールリーダー教育を特集した。このテーマは、本研究会の多くの会
員が当事者としてかかわっている実践的テーマでもある。したがって、特集においても 3名の会員
にはそれぞれの勤務大学におけるシステムや実態について検討していただいた。 3名の報告を挟む
形で川、島会長と浜田会員の論稿を配置した。自らにとって実践的な課題について当事者性を失わず
に研究することが、大学院におけるスクールリーダー教育の改善のために極めて重要であると考え
ている。
「自由研究Jには4件の投稿希望があり、 3件の論文が提出された。審査の結果、 2件の論文を
掲載することができた。提出された残りの 1件は、「学校現場の問題j として再提出されたが、今回
は掲載に至らなかった。
大学院におけるスクールリーダー教育では、修士論文に代えて課題研究や実践研究を課すところ
が出てきた。今回の特集テーマは、いわば大学教員にとっての実践研究である。すでに本紀要では、
第 31巻において佐藤博志会員が勤務大学におけるスクールリーダー教育を「学校現場の問題Jとし
て発表している。研究者にとってもテーマ自体が再帰的になってきているのである。再帰性という
観点から、研究と実践の関係、を改めてとらえ返す時期に来ているのかもしれない。
2009年4月 1日
紀要編集委員長 水本徳、明
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